別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：植物防疫費
	事業名: 鳥獣害対策推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

農政部 農業振興課 構造改善担当　電話番号：058-272-1111（内2669）
E-mail：c11415@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,300千円（前年度予算額：2,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）鳥獣害対策専門員及び鳥獣害相談窓口の設置
　鳥獣害対策に専門的に取り組む専門員を設置し、被害対策のノウハウを蓄積するとともに、相談窓口を開設して被害に悩む集落、農業者等に直接対応することにより、問題の解決を図る。

　また、専門員が被害現場をフィールドとしたOJT研修を行うことで、相談員のレベルアップを図る。
（２）地域ぐるみの対策モデル地区における実証と被害防止マニュアルの作成

　モデル地区での実証を通じ、地域ごとに異なる被害状況に対して有効な対策を見いだし、県独自のマニュアルを作成する。
（３）鳥獣害対策相談員の養成講座開催、全国研修会等への派遣

　鳥獣害対策相談員の増員とレベルアップを図る。
	２　所要経費


（１）593千円
（２）1,143千円
（３）564千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

12　美しい緑と清流づくりプロジェクト
・鳥獣害対策モデル地域を設定し被害対策を実証する
・鳥獣害対策相談員を養成する
	２　これまでの取組状況


地域ぐるみの対策モデル地区を平成22年度までに5地区設置し、個体数管理、生息地管理、被害管理の総合的な被害対策を実証してきた。

また、被害地域での鳥獣害対策指導にあたる相談員を養成してきた（市町村、JA、農業共済、県職員等対象。H21:282名）。さらに、地域の実情に応じた被害対策を提案、実践できるようにするため、国等が開催する研修会に職員を派遣し、相談員のレベルアップを図ってきた（専門レベルの相談員　H21:3名）。

	３　これまでの取組に対する評価


モデル地区においては地域ぐるみの対策がなされたが、他地域への普及が課題となっている。そこで、引き続き県内各地にモデル地区を増やしていくとともに、実証成果のマニュアル化による普及が必要である。
また、相談員の養成を通じて、被害対策の普及啓発については一定の成果を上げてきたが、依然として経験豊富な被害対策指導者が県内におらず、困難な問題に直面したときに相談員がすぐにアドバイスを仰ぐことが出来る体制にない。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	要求額
	2,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,300

	決定額
	2,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,300








